
米子市議会 

議会報告会 

市のお金の使い方と 
議会の役割について 
本日はご来場いただき、誠にありがとうございます 
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市 議 会 と は 

 私たちの暮らしている米子を住みよいまちにす
るためには、市民がみんなで話し合い、どのよう
なことをしたらよいかを決め、それらを行っていく
のが、もっとも望ましいことです。 

 しかし、多くの市民が一度に話し合うことは大
変難しいので、市民の中から代表者を選んで話
し合うことにしています。その代表者が「市議会
議員」と市長です。 

 市議会は、市議会議員が集まって、市民全体
の幸福のために、どんな仕事をしたらよいかを相
談して決めるところです。 
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市議会議員はどうやって決めているの？ 

 議員は、４年ごとに行われる選挙で選ばれ
ます。議員になれるのは２５歳以上、選ぶこ
とができる人は１８歳以上の米子市民と決
まっています。 

米子市の議員の数は現在２５名。（定数は
２６名） 
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市 議 会 の 役 割 

 市議会の役割は、市民に関わり、皆さんの意
見や考えをまちづくりに活かしていくことで、主
に、市の決まり（条例）や、市の仕事、予算（お
金の使い方）を決めます。 

 

 議員と同じく、市長も選挙で選ばれた私たち
市民の代表。市長が市民のためにどんな仕事
をすればよいのか考えて、議員に説明し、議員
は、市長が考えた計画について話し合って、賛
成するかしないかを決めます。 
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市民・市議会・市長の関係  

          

                 

                  

選挙 

願いを伝える 

 

市民のた め

の仕事を す

る 

選挙 

提案する 

市の仕事やお金の使い方
つ か  か た

などを

決める 

市民の声を聞

く 
市民の声を聞

く 

5 



議員はどうやって話し合うの？ 

 議員みんなが集まって話し合い、ものご
とを決める会議を「本会議」といいます。
「本会議」で市民のためにどんな仕事をす
るのがよいか決めますが、「本会議」だけで
はくわしく話し合うことができません。 

 

 そこで議員は、分野ごとに何人かのグ
ループに分かれてくわしく話し合います。そ
のグループのことを「委員会」といいます。 
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つぎのような「委員会」があります 

①議会運営委員会 

②総務文教委員会 

③市民福祉委員会 

④建設経済委員会 

⑤予算決算委員会 
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特 別 委 員 会 
 
 

①基地問題等調査特別委員会 

②行財政改革問題等調査特別委員会 

③原子力発電・エネルギー問題等 

         調査特別委員会 

 広報広聴委員会 

必要がある場合につくられます 
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議 会 の 流 れ 
市民のためにどんな仕事をしたいのか、どんなこと 
にお金を使いたいのかなどの計画を立てて、それを 
議員に説明します。議員は市長の説明を聞いて質問 
し、それに市長が答えます。そして、どの委員会で 
話し合うのかを決めます。 

委員長が委員会で話し合った結果を議員みんなに報 
告します。その報告を聞いて、議員みんなで意見を 
出し合い、最終的に市長が考えた計画を行うかどう 
かを多数決で決めます。 

委員会に分かれて、さらにくわしく説明を聞いたり
質問して、計画をよく理解します。その後、話し
合って、市長の考えた計画を行うことに賛成するか
どうかを委員会の中で決めます。 
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議 決 事 項 

（１）市の法律ともいうべき条例を定めたり、
改正したりすること。 

（２）市の予算を定めたり、決算を認定する
こと。 

（３）市の税金、使用料、手数料などを決め
ること。 

（４）一定の金額以上の工事や物件の購入の
契約をすること。 

（５）副市長、教育委員、監査委員などの選
任に同意すること。 
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予算って何？ 
 予算は、入ってくるお金と、出ていくお
金の見積もり（どのくらいか予想する）の
ことです。 

 予算を見れば、この１年間、どのくらい
の収入（入ってくるお金）があって、何に
いくら使うのかわかります。予算は市民の
意見を聞き、市長と市議会が話し合い決め
ています。 

 しかし、お金に限りがあるので、どれか
ら何に使うのか、しっかり考えて決めてい
きます。 
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決算って何？ 

 決算は、全議員が９月議会で詳し
く審議し、本会議で認定するかど
うかを決めます。 

 

 決算の審議において議員から出
された意見や提言などは、次々年
度の予算編成に反映されていきま
す。 
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平成２８年度 決算の概要 
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広報よなごより 
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平成２８年度特別会計 

15 

広報よなごより 
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高 米子市 0.67 少 米子市 5.34
類似団体平均 0.62 鳥取市 6.06

境港市 0.53 境港市 6.45

鳥取市 0.52 類似団体平均 6.98
低 倉吉市 0.44 多 倉吉市 7.58

類似団体とは…

財政力指数 人口１，０００人当たりの職員数
◆ 普通会計とは・・・
   全国の市町村と比較できるように、統
一的な基準に基づいた会計区分のこと
で、米子市の場合は、「一般会計」に
「市営墓地事業特別会計」をはじめとす
る３つの特別会計と「駐車場事業特別会
計のうちの駐輪場部分」を合わせた会計
をいいます。

　 地方公共団体の財政力を示す指数
で、高いほど普通交付税算定上の留保
財源が大きいことになり、財源に余裕
があるといえます。指数が１を超える
地方公共団体は普通交付税の不交付団
体となります。
※普通交付税…地方交付税の主体をな
すもので、各地方公共団体の標準的な
財政需要に対して財政収入が不足する
場合に、その財源不足額を一定の方法
によって算定し、交付するものです。

   人口１，０００人当たりの職員数
(特別職を除く）で、この指標を類似
団体と比較することで職員数の適正
度をみることができます。
　なお、数値の上昇は、保育士の確
保のため任期付職員を採用したこと
によるものです。

　全国の市町村を「人口」、「産業構造」の２要素の組合せによって類型ごとに分類したもので、米子市(平成27年度国勢調査
149,313人）は人口10万人～15万人までで、第２次産業と第３次産業の合計が90％未満（うち第３次産業が55％以上）の
類型の都市になります。
　なお、今回の比較では、類似団体の中からさらに面積が類似する団体（16団体）を選びました。

※ 類似団体平均の数値は、平成28年度地方財政状況調査をもとに算出した速報値（平成29年8月31日現在）です。
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平成２８年度事業の主な成果 

①無線放送施設整備事業 
（防災無線のデジタル化） ２８年度の決算額２７７，３１９千円 

②米子駅南北自由通路等整備事業 
２８年度の決算額１１８，５９２千円 

③医療助成 ２８年度の決算額は全体で９７１，１６３千円

（高校生への拡充部分は約７千万円） 

④中学校の耐震化・大規模改修事業 
２８年度の決算額は後藤ヶ丘中が８４８，５３９千円、中学校武道場
のつり天井耐震補強が２８，９６２千円 （小学校の躯体の耐震化は
２７年度で完了） 
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決算についての指摘事項 
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審査の結果、大変厳しい財政状況を踏まえながら、米子市の将来と住民生活に 
責任を持つ行政運営上、特に重点的かつ早急な対応と改善を要すると思われる 
事項に関して、委員会において指摘された点については以下のとおり 



自主防災組織育成事業について 
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 本市の自主防災組織の結成率は県内１９市町村
で最下位である。結成率向上に向け、自主防災組
織と常備消防・消防団の役割分担を明確にし、わか
りやすい自助・共助・公助のイメージができるような
市民への啓発を図られたい。 
 また、未結成自治会に対しては、地域防災の必要
性を感じながらも、組織化への踏み込みが難しいと
いう現実があることも意識し、丁寧な説明と支援体
制を構築されたい。あわせて、自主防災組織結成時
のサポートと休眠状態にある既存組織の活性化に
取り組まれたい。 



生活路線運行対策事業について 
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 路線バスの運行において、かかる経費に対す
る収入の不足を助成することにより路線を維持
することとバス事業者の自立を図ることとして
いるが、この２つの目的を両立させ、現行の生
活交通路線を維持することは現行制度では困難
と考えられる。 
 利便性向上策や路線経路等の見直しによる利
用拡大に加え、単に路線の赤字補填とならない
運行助成策を検討されたい。 



「先端医療創造都市よなご」 

    情報発信事業について 
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 鳥取大学の先端医療を核として、他市に比較し
て医療機関が充実しているという本市の誇るべき
生活基盤であることを広く情報発信し、移住定住
を促進することに取り組まれている。 
 しかしながら、本市が誇る医療環境の充実度を
実際にこの地に住む市民が再認識する取り組みが
不足している。本市の魅力の発信には市民からの
発信が最も強力であるため、市民に対する取り組
みを強化されたい。 



公民館運営について 
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 公民館は地域住民のさまざまな活動において 
重要な拠点施設である。しかしながら、現状は 
社会教育法に基づく生涯学習以外に、自治会活 
動のほか、多くの地域住民生活に必要な活動が 
行われている実態から、住民が公民館職員に求 
めている職務内容に対し、現行の人的配置が応 
えきれない状況にある。 
 地域コミュニティーの拠点施設である公民館 
の今後のあり方を見据え、公民館のあるべき姿 
の再構築につながるよう職員の職務内容の精査 
と人的配置について検討されたい。 



国民健康保険事業特別会計
繰出金（財政安定化）について 
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 平成２８年度は単年度で約２億８，０００万円 
の黒字決算であったが、累積赤字を繰上充用して 
いたため、最終的に約８，５００万円の赤字決算 
となった。さらに、この決算額については、２， 
０００万円の法定外繰り入れを行い、残額を新年 
度予算から繰上充用している。このように、繰上 
充用による対応が常態化している。 
 平成３０年度に国保が県単位の広域化となるこ 
とからも、今後、赤字決算となった場合は、法定 
外繰り入れなどにより収支の均衡を図られたい。 



保育所支援体制整備事業について 
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 対象者数・対象園数が不明朗であり、
研修内容についても見えにくい。 
 保育業務の安心・安全の確保の観点か
ら、研修内容を充実させ保育士のスキル
アップを図るべきであり、同事業の拡充
に努められたい。 
 



がん検診事業について 
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 本市以外の鳥取県西部の市町村では年度
末まで受診できるところが多いが、本市に
おいては７月から１２月までの期間で実施
しているため、この期間を過ぎると他市町
村の方は受診できても米子市民は受診を断
られるという状況がある。 
 今後、受診率の向上に向けて、受診期間
の延長、受診方法等、適正な受診のあり方
について検討されたい。 
 



予算の執行状況について 

27 

 平成２８年度の土木費において、主に社会資本 
整備総合交付金など国の交付金の財源確保ができ 
なかったことが要因で、７億６，６０４万円もの 
多額の不足額が発生し、各事業の進捗に大きな影 
響を及ぼしている。ついては、予算の財源確保に 
は万全を期されたい。 
 また、財源確保ができず、当初予算での事業が 
見込まれない場合は、不用額として処理をせず、 
適宜、減額補正などを行い、適切な予算の調製に 
努められたい。 



駐輪場管理事業及び駅前放置
自転車等防止事業について 
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 いずれも長期にわたって事業を実施されているが、
その成果は十分な状況にあるとは認められない。 
 現在、米子駅周辺のまちづくりについては、ＪＲ、
県との三者協議の場が設けられており、庁内におい
ても「米子がい～な！」総合戦略推進事業の中で、
自転車の活用の推進に関する調査・研究が行われて
いる。これらを生かすことで、事業の基本方向であ
る「機能的で持続可能な都市環境づくり」に立ち返
り、駅周辺のまちづくりに寄与し得るよう、事業の
再検討を図られたい。 



市道安倍三柳線改良事業について 

29 

 財源である社会資本整備総合交付金の確保が 
困難であったため、予算の執行率は３割程度に
とどまり、事業の進捗が図られていない。 
 事業完成年度にも遅れが生じていることから、
地元住民に対し事業計画を説明するとともに、
一般財源の充当や起債、他の交付金の活用など
の財源確保に努め、事業の進捗を図られたい。 
 



市営住宅の管理について 
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 平成２８年度末の政策空き家を除く空き家は
６５戸と多い状況にある。 
 入居申込者数が多い現状や財産管理の観点か
らも、早急に空き家の修繕を行い、より多くの
住宅の供給に努められたい。 
 また、用途廃止を計画している市営住宅につ
いては、その実施に向け、職員体制を強化され
たい。 
 



危険家屋対策事業について 
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 地元住民からの再三の要望にもかかわらず未解 
決のまま長期に及んでいる案件が存在しており、 
環境衛生面にとどまらず、危険性においても深刻 
度が増している実態がある。 
 その中には、所有者に経済的余裕があると思わ 
れるにもかかわらず、危険の回避に対する助言・ 
勧告に応じてこなかった案件も存在していること 
から、今後、空家等対策の推進に関する特別措置 
法に基づいた対策計画の策定に入ることと並行し、 
悪質と判断される所有者に対しては、名実共に勧 
告・命令まで踏み込んだ危険家屋対策を講じられ 
たい。 



平成２９年度当初予算 

平成２９年度予算 歳入 
市税 

諸収入 

使用料及び手数料 

財産収入ほか 

分担金及び負担金 

繰入金 

地方交付税 

国庫支出金 

県支出金 

譲与税・交付金 

市債 



平成２９年度のお金の使い道 
５９２億１５００万円 
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平成２９年度 主な施策 
①米子インター周辺工業用地整備事業    

２９年度予算額は４８１，７００千円 

②和田浜工業団地整備事業  
  ２９年度予算額は４２，８９３千円 

③クリーンセンター長寿命化事業 
  （基幹的設備改良工事） ２９年度予算額は１，５４６，８３０千円 

④保育所等整備事業  
  ２９年度予算額は当初予算、６月合計で予算額は５２９，４２５千円 

⑤放課後児童クラブ施設整備事業  
  ２９年度予算額は当初予算、６月、９月合計で５０，５８２千円 
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予算に対しての意見 
（審査報告） 
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市有財産の管理費に関して 

行政サービスを提供しない財産につ
いては、売却など活用方法の検討を
行い、維持管理費の抑制を図られた
い 
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教育費について 

子どもたちの学習環境の整備のため、
当初予算で充実を図るべきである 
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経済部関係の予算に関して 

事業実施に当たっての見込みが甘
い予算が見受けられていることか
ら、厳密にすべきである 
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商工事業振興資金貸付 

      事業について 

事業規模が大きくなりつつあり、財源
の調達等を含めて従来の在り方は再
考すべきである。 
特別会計での編成を検討していくべ
きである。 39 



市道安倍三柳線改良 

       事業について 

今後の予算執行に当たっては、社会
資本整備総合交付金を確保できな
かった場合、他の財源を充当してで
も執行すべきである。 
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米子市国民健康保険 

       事業について 

累積赤字の解消を図る必要がある。
解消が図られない場合でも法定外
繰入等の適切な判断をすべきである。 
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保育所等整備事業及び 

小規模保育施設整備事業に関して 

保育施設は地域によって需要にば
らつきがあり、保育士不足の現状も
ある。実態を把握するべきである。 
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農業関連施設維持管理 

       事業について 

市が施設を所有し、維持管理を行う
のではなく、地元が管理を行うよう
施設の移譲に向けた検討をすべきで
ある。 
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地籍調査事業について 

本市は全国に比べ進捗率が低い状
況である。体制整備も含め進捗を図
るべきである。 
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特定防衛施設周辺整備 

    調整交付金事業について 

本交付金を活用する事業の検討の
際、対象区域を限定することなく広く
検討を図るべきである。 
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